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このレポートでは,本誌No.37で報告され

ている「諸外国における消防防災体制の現

状に関する調査研究」1)で得られたスウェ

ーデンの情報を基に,火災統計のとられ方

ならびに火災の実態を整理した。 

ご存じのように,日本では,消防庁の「火

災報告取扱要領」に基づき,「火災報告」や

「火災による死者の調査票」などの統一さ

れた統計情報が,全国レベルで収集・報告・

集計され,その統計書として消防白書が公

表されている。また,火災統計を用いた研究

も盛んである。一方,海外の火災実態は興味

のあるところであるが,正確に国際比較を

するための情報は,米国など 2～3 の国を除

いて不確かで,スウェーデンに関しても今

まで充分な情報が得られていなかったと思

われる。 

スウェーデンは,コミューン(計 286)を単

位とした地方自治の体制が確立しているこ

と,細かな統計を集める予算がないことが

理由で,コミューンから国への火災1件ごと

の元データ提出は義務となっていない。従

って,日本のような全国レベルでの詳細な

火災統計はなく,詳しい統計書も存在しな

い。そこで,このレポートでは,以下に示す 

1.～3.の機関で公表されている資料を組み

合わせて得られたスウェーデンの火災実態

の一端を紹介したい。 

 

 

 

 

 

 

 

1.NationalRescueServicesBoard 

(NRSB) 

前記報告でも述べられているように,ス

ウェーデンの消防防災体制は,TheSwedish 

RescuesAct(1986 年制定)を基本法として成

立しており,中央政府の専門機関である

NRSB(1986 年設立)が全国レベルでの調整を

行っている。NRSB が入手する統計は,各コミ

ューンの消防本部が毎年度末に提出するレ

スキュー活動(12 分類)ごとの年度総件数だ

けであり(表 1),レスキュー活動 1件ごとの

個票的なデータは,収集・整理されていない。 

火災全体の件数は計 39,052 件で,レスキ

ュー活動のうち約 40%である。人口 1 万人

当たり火災件数は,約 45 件(39,052 件/約

864 万人),建築火災に限ると計 19,758 件で,

人口1万人当たり約23件(19,758件/864万

人),住宅は計 10,569 件,住宅 1 万戸当たり

約 26 件(10,569 件/約 405 万戸)である。 

 

2.損害保険業界の統計資料 

損害保険業界は,保険請求された火災の

統 計 デ ー タ を 整 理 し て い る

(「FireInsuranceStatistics」;以下は 1991

年版を基にした)。統計データは,出火場所・

出火源などにっいて細かく分類され,保険

請求された火災件数と支払った保険金額が

示されている。計上されている火災保険の 
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請求件数は合計 31,925 件(1991 年)である。

レスキュー活動の対象となった全ての火災

で保険を掛けているわけではないの

で,NRSB の統計(火災での出動件数,1991 年

統計;36,281 件)とは差異があるが,NRSB の

統計では得られない出火場所・出火源の傾

向についてある程度の正確さで知り得るこ

とができる。 

1)分類 

部門(Brahch),出火場所(Placeoforigin),

出火源(Objectfirstignited)ごとに集計さ

れている。 
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Branch(部門)は表2に示す6種類(先頭の

数字はコード番号),Placeoforigin(出火場

所 ) は 表 3 に 示 す 10 種 類 , 出 火 源

(Objectfirstignited)は大分類で表 4 の 7

種類,小分類で 57 種類(分類の詳細は略)に

分類されている。 

2)部門別(表 2) 

全ての部門合計で 31,925 件(1991 年)で

ある。保険特有の分類であるので,建築的な

分類とは必ずしも合わないが,住宅系(部門

1.3.4)は,合計 21,649 件で全体の約 68%と

なる。以下では,住宅系部門合計での火災件

数での集計を基にする。 

3)出火場所別(表 3) 

;%は住宅系総件数との比率 

不明(約 48%)を除くと,"住宅内のその他

(台所,地下室・ガレージ・ボイラー室,ロフ

ト以外)・職員エリア"が約 15%,次いで台所

が約 10%と多い。 

4)出火源の内訳(表 4) 

%は住宅系総件数との比率 

大分類では,落雷関係(約 23%),不注意(約

19%),機械関係(約 18%)が主要な出火源であ

る。 

細分類では(表は略),落雷関連の内訳で

は,ショートによる原因(約 10%)が多く,不 



 

- 57 - 
 

注意の内訳では放火(約 5%),ろうそく(約

5%)が多い。機械関係のなかではテレビ・ラ

ジオ(約 6%),冷蔵庫(約 4%)が多い。 

5)出火場所と出火源の関係(表 5) 

主な出火場所ごとに,出火源の内訳をみ

ると,以下に示す組み合わせの出火が多い

のが特徴である(原因不明は除く。()内の%

は各出火場所合計に対する比率)。 

○台所(計 2,261 件) 

・機械関係(1,060 件;約 47%) 

液体ヒーター(416 件;約 18%),冷蔵庫 

(376 件;約 17%) 

・不注意(468 件;21%) 

ロウソク(245 件;約 11%),加熱・乾燥 

(122 件;約 5%) 

○地下室ほか(計 1,601 件) 

・不注意(530 件;約 33。1%) 

;放火(431 件;約 27%) 

・機械関係(167 件;約 10%) 

;冷蔵庫(65 件;約 4%) 

○住宅内ほか,職員エリア(計 4,491 件) 

・落雷関係(1,862 件;約 42%) 

・機械関係(995 件;約 225) 

;テレビ・ラジオ(697 件;約 16%) 

・不注意(689 件;約 15%) 

;ロウソク(341 件;約 8%),喫煙中(129 

件;約 3%) 

○建物の他の部分(計 1,347 件) 

・不注意(286 件;約 21%) 

;放火(164 件;約 9%) 

・落雷関係(236 件;約 18%) 

 

3.死亡統計"Dodsorsaker"(図 1) 

前記した NRSB の統計では,年齢別・性別

ごとの死者数に関しては情報がない。そこ

で,WHO で制定された国際疾病分類(ICD;各

国共通の形式)に基づく統計書"Dodsors-

aker 死亡統計 1990 年"(SCB,中央統計局発 
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行)に記載されたデータで整理し,日本での

同様の統計値と比較した。以下,数値は人口

100 万人当たりの死亡人数(死亡率)である。

先ず,火災全体では(図 1,スウェーデン;死

者総数102人),年齢全体で,日本の約9.7人

に比ベスウェーデンは約 11.8 人で約 2 人

(約 1.2 倍)ほどの差がみられる。年齢ごと

には,若年・中年層でスウェーデンの死亡率

が高く70歳以上の高齢者で日本が高くなる。 

住宅火災(スウェーデン;死者総数 75 人,

図は省略)に限定しても,スウェーデン(約

8.6 人)は日本(約 6.3 人)に比べ死亡率が高

く,加齢に伴う傾向は火災全体とほぼ同様

に高齢者層が日本で高くなる。 

 

5.日本との比較 

以上に述べたスウェーデンの火災統計の

情報を日本の情報と比較すると表6となる。 

特徴的な点は以下である。 

・人口当たりの火災件数は,スウェーデンが

日本の約 40 倍と大きな差がある。統計に

計上する"火災"の定義が国によって異な

ることを考慮してもこの差は大きい。 

・死亡率は,スウェーデンが日本に比べ約 2

人(約 1.2 倍)高い。 

・火災 1件当たり死者数は,スウェーデンが

日本に比べ約 1/7 である。分母である火

災件数の極端な差のため計算上このよう

になる面もあるが,日本では統計上で定

義される"火災"が起こると死亡する可能

性がかなり高いことが分かる。 
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おわりに 

「先進諸国における消防防災体制の現状

に関する調査研究委員会」に参加させてい

ただいた,(財)消防科学総合センターの関

係者の皆様に,また現地調査の際にお世話

になった田中さん(スウェーデン在住,建築

家)に,この場をかりてお礼申し上げます。 
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